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MinaQn：市民参加型まちづくりのための
参加型センシングWebプラットフォーム
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概要：市民参加型まちづくり（Participatory planning）とは，まちづくりの過程に市民を巻き込むことで
あり，実際の都市の中で起こっている問題を素早く発見，解決できる可能性が高い．市民参加型まちづく
りを促進するためには市の職員と市民の間での日常的なコミュニケーションを活性化することが重要であ
る．本研究の目的は，人々が日常的に持つモバイル端末や PC端末を通して情報をやりとりする参加型セ
ンシングを市民参加型まちづくりにも適用することである．既存の参加型センシングの例では，質問の内
容カテゴリが限定的なものや，市民の意見収集，意見交換を行うための特定のアプリケーションのインス
トールが必要であるものが存在する．また，市民から提供された情報はプライバシ情報を除いたオープン
な情報であることやシステムの操作が容易であることが望ましい．本研究ではこれらの課題を解決し，市
民参加型まちづくりのための参加型センシングシステム，MinaQnを提案する．本研究ではMinaQnを 2
週間にわたって 3都市（藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町）の公式ホームページに組み込み，市の職員および市
民に利用してもらう実証実験を行った．全体として 1,000個以上の回答データと市の職員および市民から
のフィードバックを得ることで，定性的および定量的な評価を行い，将来異なる地域や多くの市民に持続
的に参加してもらうためにはどうすればよいか，これからの参加型センシングシステムのデザイン指針を
示した．特に災害時において今後より多くの市民に位置情報を提供してもらうためには，質問の意図説明
やプッシュ通知など市からの積極性が必要なことや，市の職員が実際に自由な質問設定をするために自治
体の中あるいは市全体で議論し質問内容の枠組みを増やしていけるような取り組みや制度の策定が必要な
ことが分かった．
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Abstract: Participatory planning is to involve citizens in a process of urban development, which is likely to
find out and solve a problem happening in an actual city. To promote participatory planning, it is impor-
tant to activate everyday communication between city officials and citizens. The purpose of this research is
to apply the participatory sensing technology to participatory planning which people exchange information
through their mobile devices or computers. In the existing examples of participatory sensing, the categories
of questions are limited or it is necessary to install a specific application for collecting and reflecting citizens’
demands. Besides, it is required that data from citizens should be open without privacy information and also
operation of a system should be easy. To solve these problems, we propose MinaQn (Mina means everybody
in Japanese), a participatory sensing system for citizen-centric urban development. We carried out a two
weeks experiment in corporation with 3 cities in Japan. Overall, more than 1,000 answer data and feedback
were gathered and we measured the effectiveness of MinaQn with qualitative and quantitative data. Also we
direct the design policies of future participatory sensing systems. In particular, to get more people involved
in providing their location information in the event of a natural disaster, we found that an active agent of
city officials and support for the establishment of standards and systems for setting free questions are needed.
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1. はじめに

都市計画（Urban planning, City planning）とは，都市

の将来あるべき姿（人口，土地利用，主要施設など）を想

定し，そのために必要な規制，誘導，整備を行い，都市を

適正に発展させようとする方法や手段のことである*1．都

市計画上の課題として，防犯や防災，都市交通，都市景観，

大気汚染，ゴミ・廃棄物処理など様々な課題があげられる．

市民参加型まちづくり（Participatory planning）とは，

まちづくりの過程に市民を巻き込むことであり，実際の都

市の中で起こっている問題を素早く発見，解決できる可能

性が高いため，近年多くの都市が注目をしている [11]．

本研究では市民参加を「市民が主体となってまちづくり

の権利を持つこと」と定義する．そのために行政は既存の

世論調査のように一方的に市民の情報を一定期間に一度の

み収集し政策を練るだけでなく，市民に情報をオープンな

データとして提供したり，市民の意見を聞く場を頻繁に設

けたりすることが求められる．さらに，市民の意見を聞き

一部だけを政策に取り入れるのではなく，次の段階として

市と市民が対等な立場で意見交換をし協働することが求め

られる．最終段階として，市民がまちづくりを行う権利を

持ち，主体的にまちづくりをコントロールできる環境が市

民参加型まちづくりの目標とする．

市民参加型まちづくりにおいて重要な尺度の 1つが，市

の職員と市民の間でのコミュニケーションの活性度合いで

ある．市の職員は市民が日常生活で何を思い，感じている

か，どのような日常生活を送っているかを把握することで

それらを市政運営や政策立案に役立てることができる．一

方で市民は日常生活を過ごす中で起こった些細な疑問や不

満，解決策を市の職員に提案することで話し合いを初期段

階からしたり，より住みやすいまちづくりを実現したりす

ることができる．コミュニケーションを活性化するために

は，市の職員にとっては，尋ねたい質問をリアルタイムに

聞き，得られた意見をもとに何らかのアクションを起こす

こと，そして市民にとっては，自分の持つ情報や要望をい

ち早く伝えることのできる仕組みが必要である．

市の職員と市民の間でコミュニケーションを活性化する

1つの手段として，市民意識調査があげられる．現在の市民

意識調査は 1年に 1回実施されるものが多く，質問カテゴ

リは毎年共通のものもあるが，異なることも多い*2,*3,*4．

この中で，たとえば地域への愛着や働き方，隣近所との付

き合い方など，質問内容によっては 1年に 1回でも回答内

1 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科
Graduate School of Media and Governance, Keio University,
Fujisawa, Kanagawa 252–0822, Japan

2 慶應義塾大学環境情報学部
Faculty of Environment and Information Studies, Keio Uni-
versity, Fujisawa, Kanagawa 252–0822, Japan

a) mina@ht.sfc.keio.ac.jp

容が変わらないと推測されるものもあるが，インフルエン

ザの流行具合などその時期にこそ聞きたい質問や，日々の

睡眠具合など頻繁に回答データを取得したい質問も存在す

る．そのため，本来これらの質問は市の職員が質問を行い

たいタイミングで調査が行われるべきである．また，質問

カテゴリに関しても，毎年変更すると次にまた同じ質問を

するまでの期間が空いてしまい，回答データが古くなる．

できる限り最新の回答データを取得するためには，日々頻

繁に様々な質問を設定し，市民に日常的に回答してもらう

ことが大切である．

人々が所有するモバイル端末や PC端末の増加にともな

い，近年，参加型センシング [10]という，人々の持つモバ

イル端末や PC端末を通してセンサ情報や意見，レポート

を取得する考えが普及してきている．参加型センシングの

特徴として，物理的なセンサがない場所でも人が存在する

場所であれば周辺のデータを収集できることや，人でなけ

れば分からない情報を収集できることがあげられる．市民

は日々の生活をする中で自分の家族や周囲の環境のことに

関して詳しい情報や最新の情報を持つ．たとえば，ふだん

通る道の状況，自分や自分の周りの人々の健康状態や働き

方や，最近の市の取り組みに対する意見など日常的な生活

の中で生まれる情報である．一方で地震や津波などの災害

時には，市が状況把握と救済措置に必要な市民の場所や周

囲の被害状況に関する情報を持つ．つまり，これらの情報

を日常的に取得することができればより快適なまちづくり

が行えると考えられる．そこで本研究では参加型センシン

グの技術を市民参加型まちづくりにも適用することを目的

とする．

既存の参加型センシングの例では，センシングタスクが

限定的なものであったり [1], [7]，タスクの参加にアプリ

ケーションのインストールが必要であったり [19]するな

どの制限が存在しており，市民参加型まちづくりに応用す

るためには解決すべき問題が存在する．また，市民から提

供された情報は公共財として活用されるべきで，プライバ

シ情報を除いたうえでオープンなセンサ情報として広く

容易に共有可能であることが望ましい．本研究ではこれら

の課題を解決し，市民参加型まちづくりのための行政と市

民間のコミュニケーションツールとして活用可能な参加

型センシングシステム，MinaQnを提案する．本研究では

MinaQnを実装するとともに，2週間にわたって 3都市（藤

沢市・茅ヶ崎市・寒川町）の公式ホームページに組み込み，

市の職員および市民に利用してもらう実証実験を行った．

実証実験を通して，市民から 1,000個以上の回答データを

*1 https://ja.wikipedia.org/wiki/都市計画
*2 http://www.city.yokohama.lg.jp/seisaku/seisaku/chousa/

ishiki/ishiki-index.html
*3 http://www.city.saitama.jp/006/002/004/p013864.html
*4 http://www.city.kurume.fukuoka.jp/1050kurashi/

2010kouhousoudan/3020kouchou/ishiki.html
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収集し，その有用性と課題を明らかにした．

本論文の意義は以下の 3点である．

• 日々質問が変化することを想定し，いろいろな種類の
データがやりとりでき，安全なオープンデータとして

利用可能かつ操作，導入が容易な参加型センシング

Webプラットフォーム，MinaQnをデザインし，実装

したこと

• 2週間の実証実験を行うことで定量的および定性的な

評価を行い，MinaQnの有効性と限界を示したこと

• 将来の参加型センシングを利用したスマートシティ構
築のためのデザイン指針を示したこと

本論文は，以下のように構成される．次章で市民参加型

まちづくりに向けた参加型センシングのデザインを行い要

件を整理する．3章でMinaQnについて述べ，4章で実証

実験結果と考察について述べる．5章で関連研究を紹介し，

本研究の位置付けを明確にする．最後に 6章で結論と今後

の展望を述べ，まとめる．

2. 市民参加型まちづくりに向けた参加型セン
シングのデザイン

本章では市民参加型まちづくりに向けた参加型センシ

ングのデザインを提案することで MinaQnの要件をまと

める．

2.1 市民参加型まちづくりのための参加型センシングモ

デル

図 1 は，本研究で提案する市民参加型まちづくりのため

の参加型センシングモデルを示したものである．本モデル

では，一般的なタスクと特別なタスクの 2種類のタスクが

存在する．

一般的なタスク 一般的なタスクとは，都市の建物や道な

どインフラの整備具合や清掃具合，交通状況やある場

所の天気など，毎日の生活の中で市の職員が尋ねたい

図 1 市民参加型まちづくりのための参加型センシングモデル

Fig. 1 Participatory sensing model for citizen-centric urban

development.

質問である．これは市民の市に対する意見や要求も含

む．一般的なタスクへの回答やセンシングされた情報，

さらに何らかのイベントに基づき，市の職員といった

センシングタスクの編集者は特別なタスクを作成する．

特別なタスク 特別なタスクとは，たとえば台風や地震の

被害状況のレポートや，桜の開花状況のレポート，学

校で何人の児童がインフルエンザにかかっているか，

といった内容である．

市の職員が一般的なタスクや特別なタスクの設定と回答

を動的に繰り返すことで，リアルタイムに市民の意見や状

態を把握することができる．これらの情報が市側にとっ

て，次のアクションを起こす判断材料の 1つとなりうると

考えられる．

2.2 要件

これまでに述べた市民参加型まちづくりのサイクルを実

現するために，参加型センシングのプラットフォームが満

たすべきデザインの要件を 4つ述べる．

利用容易性 市民参加型まちづくりでは様々な市の職員や

市民が関わるため，タスク定義とタスク回答は両方と

も容易かつ直感的に行えるべきである．

導入容易性 タスクに参加するために新たにアプリケー

ションをインストールすることは市民への負担が大き

いため，専用のアプリケーションを新たにインストー

ルする必要なくWebブラウザを使用してタスクに参

加できるべきである．

拡張性 プラットフォーム上でやりとりされるデータの

フォーマットとデータの配信プロトコルは統一化され

ていて，拡張性を有するべきである．この信頼性と適

応性は設定した質問に応じて動的に回答フォームを作

成したり，サードパーティーの開発者がオリジナルの

アプリケーションを作成したりする際にも役立ち，こ

れが今度は都市における，市と市民の間のエコシステ

ムにつながる．

オープン性 回答やセンシングされたデータはプライバシ

のリスクを除いたうえで公開され，外部アプリケー

ションに二次利用できる形であるべきである．市民か

らの情報は都市の現在の様子を把握するために利用価

値が高く，データは様々な分野において開発者が利用

できることが望ましい．

2.3 本研究の目的

本研究では，上記の要件を満たす，市民参加型まちづく

りのための参加型センシングプラットフォームの構築と評

価を目的とする．これまで提案されてきた参加型センシン

グのためのシステムは，必ずしも幅広い課題を対象とした

市民参加型まちづくりを対象としたシステムではなく，セ

ンシングタスクが限定されていたり [1], [7]，タスクの参加

c© 2016 Information Processing Society of Japan 2164
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図 2 参加型センシング全体の流れを示した MinaQn システムアーキテクチャ

Fig. 2 MinaQn system architecture which shows the whole flow of participatory sensing.

にアプリケーションのインストールが必要であったり [19]

するなどの制限が存在しており，様々な課題に関して，広

く市民が容易に扱えるものとしては設計されていない．ま

た，これまでの参加型センシングの研究例では，キャンパ

ス内の限られた空間や，市を対象としていても固定的なタ

スクのみの実験が主である．実際に多様な質問を行政側が

日々設定し，それに対して市民がどう回答を行うのか，実

際の実験を通じて評価する必要がある．また参加型センシ

ングではタスクによっては位置情報の提供が求められる

場合がある．プライバシの意識が高まる現在の社会におい

て，市民が自身の位置情報付きの回答を行うことにどうい

う意識を持っているか，実際の実験を通じ不特定多数から

の評価が重要となる．本研究では，市民参加型まちづくり

のための参加型センシングプラットフォームを構築すると

ともに，実際の職員・市民を対象とした実験を通じてこれ

らの疑問を明らかにすることを目的とする．

3. MinaQn

本章では，本研究で提案する市民参加型まちづくりのた

めの参加型センシングプラットフォームMinaQnの詳細に

ついて述べる．

3.1 概要

図 2 に，MinaQnプラットフォームの概要を示す．Mi-

naQnでは，以下の 5つのステップで参加型センシングタ

スクの定義，市民による回答，データの流通・可視化が行

われる．まず最初に，市の職員がWebの編集画面を使用

して質問となる新しい参加型センシングタスクを設定す

る（図 2-A）．市の職員は質問を設定した後，すでに作成

済みの質問一覧からどの質問を実際に配布状態にするか選

択する．市の職員が配布質問を変更した場合は，タスクを

回答するWEBページの URLのリダイレクト先が動的に

変更される．そのため，市のWEB管理者は静的な質問の

URLを一度既存のWebサイトに組み込みさえすれば，そ

の後質問を変更するごとに URLを変更する必要がいっさ

いないため，容易な運用が実現される．市の職員が設定し

たセンシングタスクは参加型センシングの仮想的なセン

サノードとして作成される（図 2-B）．本研究では，回答

データが様々なアプリケーションに利用できるように，セ

キュリティと拡張性を担保した配送データアーキテクチャ

となっている．市民は現在実施されている質問（センシン

グタスク）をWebサイト上で閲覧することができ，所有

するスマートフォンや PCでいつでも回答することが可能

である（図 2-C）．市民が質問に回答すると，センシング

データは仮想的なセンサノードを通してそのノードをサブ

スクライブ（購読）している人やアプリケーションのもと

へ配信される（図 2-B）．MinaQnでは，市民から収集され

たデータは PubSub機能を通したリアルタイムのデータ配

信に加えて，履歴データとしてデータベースに蓄積される

（図 2-D）．最後に，市の職員はすべてのセンシング結果を

認証を通じて閲覧することが可能で，市民もまたプライバ

シに関するデータを除いた簡単な結果を閲覧することがで

きる（図 2-E）．

3.2 実装

本節では MinaQn の詳細な実装方法について述べる．

MinaQnは市民参加型まちづくりのための参加型センシン

グの要件を満たされるように実装された．
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3.2.1 汎用性と拡張性を実現する XMPPをベースとし

たセンサネットワーク

市民の意見をセンサデータとして扱うために，MinaQn

では XMPP の技術を使用した．XMPP はオープンソー

スのインスタントメッセンジャの XML ベースで作られ

たプロトコルおよびクライアント，サーバの総称である．

XMPPは XEP（XMPP Extension Protocol）が提供され

ており，高いセキュリティ性，汎用性および拡張性を持つ．

また，センサデータを投稿したり，収集したセンサデータを

再度利用したりする際，データの種類によって投稿や取得

のフォーマットが異なると，アプリケーションの開発者に

とって開発がしにくい．そのため，本アーキテクチャでは

Sensor Andrew [21]と同じように，どのようなアプリケー

ションでも統一された APIによってセンサデータが取得

可能な XEP の publish-subscribe extension [22] を使用し

た．publish-subscribe extensionを使用して，参加型セン

シングで得られたセンサデータを参加型センシングタスク

として定義された仮想イベントノードに対して，publish，

subscribeする．

3.2.2 Sensor-Over-Xmppを拡張した参加型センシン

グのための統一センサデータフォーマット

本アーキテクチャは Carnegie Mellon University [23]で

開発された Sensor Andrew [21] に基づいている．Sensor

Andrewは XMPPのフレームワークで実装された，異な

るセンサノードのセンサデータを包括的に扱うことのでき

るミドルウェアである．Sensor Andrewは様々な物理的な

センサやアクチュエータを統一化されたフォーマットで

扱えるように Sensor-Over-XMPP（SOX）XEP [24] を提

供している．アプリケーションでセンサデータを扱う際，

そのデータのフォーマットを知る必要がある．SOXでは，

仮想イベントノードをメタノードとデータノードのペア

で扱う．メタノードは参加型センシングのセンサデータに

関するフォーマットの情報を持つ．しかし，元々の SOX

のフォーマットスキーマには自由記述，数字入力，単一項

目選択（ラジオボタン）や複数項目選択（チェックボック

ス）などのような参加型センシングに関する単位が定義さ

れていなかった．そのため，今回様々な参加型センシング

のデータを扱うために SOXを拡張した [25]．メタノード

で参加型センシングに関する定義をすることで，ユーザが

センシングに参加する際，動的にユーザインタフェースに

関する情報を取得しそれぞれの質問に合わせたユーザイン

タフェースを自動的に生成することができる．今回の実験

では質問の URLはつねに固定で，実施する質問が市の職

員により変更されると質問のリンク先が置きかわるように

した．そしてリンク先の質問を表示する際にはメタノード

の情報をもとにWebページの UIを動的に作成した．一

方，データノードは市民の意見や回答に関する情報を含む．

センサデータの具体的な値を取得，利用する際にはデータ

図 3 参加型センシングタスク編集のためのWeb インタフェース

Fig. 3 Web interface for managing participatory sensing tasks.

ノードの情報を見る．

3.2.3 位置情報を含むセンサデータ収集が可能な直感的

な編集・回答Webインタフェース

XMPP を使用したWeb 参加型センシングを実現する

ために，本システムでは Bidirectional-streams Over Syn-

chronous HTTP（BOSH）を使用した [26]．BOSHはWeb

ブラウザとHTTPを通した BOSHサーバとの間でXMPP

プロトコルを変換する仕組みである．つまり，Web の

XMPPクライアントはブラウザで動作し，BOSHを使用

して XMPPサーバと通信することができる．図 3 は参加

型センシングタスク編集のためのWebインタフェースを

示している．質問の管理画面のトップページでは，市の職

員は新しい質問を作成したり，既存の質問を管理したりす

ることができる．既存の質問の管理として，実際の回答画

面の確認，回答データの閲覧，どの質問を配布するか，質

問の消去といった動作を行うことができる．回答を募集中

の質問は赤い文字で現在質問を募集中と表示される．回答

に関しては，プライバシを保持するためにすべて匿名ユー

ザでの回答とした．回答画面の様子は次節で述べる．本

システムではユーザの地理的な情報を得るために HTML

Geolocation API [27]を利用した．ただし，ユーザのプラ

イバシを侵害する恐れがあるため位置情報はユーザ各々が

位置情報提供を承認しない限り提供されることはない．な

お，今回はセンサ情報として位置情報のみの取得を行った

が，Webアプリケーションを通してスマートフォン上の加

速度や照度など，様々なセンサ情報を取得することができ

る．たとえば加速度は，JavascriptのDeviceMotionEvent，

照度はDeviceLightEvent，ジャイロや方位はDeviceOrien-

tationEvent，近接は DeviceProximityEventといったイベ

ントをリスナに追加することで取得することができる．ま

た，人々が撮影した写真や録音した音のファイルも本Web

プラットフォーム上でやりとりをすることが可能である．

3.2.4 センサデータの蓄積とリアルタイムおよび履歴デー

タの可視化

図 4のように，データの収集結果はUnfolding Maps [43]
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図 4 2 種類のセンシングデータの可視化：地図ベース（左），円グ

ラフ（右）

Fig. 4 2 kinds of sensing data visualization: map-based (left)

and pie chart (right).

を用いて，位置情報付きでリアルタイム性のあるデータの

流通を分かりやすく提示するために 3Dマッピングを行っ

た．ここで，リアルタイム 3Dマッピングには SOX上の

データを利用した．リアルタイム 3Dマッピングを行うア

プリケーションは単独で動作するものであり，質問設定な

どを行う MinaQnシステムとは独立している．そのため

MinaQn上で得られたセンサデータだけでなく，他の異な

るセンサノードのセンサデータも組み合わせて可視化を

行うことが可能である．また，データベースに蓄積された

データは，今回の回答がすべて選択制だったため回答の割

合を分かりやすく提示するため Chart.js [41]を用いて円グ

ラフに可視化した．なお，データベースはMongoDB [42]

を利用した．また，市の職員が扱う質問作成を行うWeb

ページ上では，独自のデータ解析を行う場合を想定し，過

去に蓄積されたデータベースの情報を CSV形式のデータ

として書き出す機能を有する．

4. 実証実験結果と考察

4.1 実験概要

本研究で提案したアプローチの正当性を示すために，神

奈川県藤沢市，茅ヶ崎市および寒川町の 3都市で実証実験

を行った．人口は 2015年 2月時点で，藤沢市が約 42.0万

人，茅ヶ崎市が約 23.8万人，寒川町が約 4.7万人であった．

実証実験は 2015年 2月 10日から 2月 24日までの 2週間

行った．図 5 は実際に実験中にユーザが使用した参加型セ

ンシングタスクを行うWebインタフェースを示している．

藤沢市の公式ホームページなど，既存のWebサイト上に

表示された質問のリンクをクリックすることで，質問ペー

ジが図の右側のように表示される．

今回，全部で以下の 5つのWebサイトに実験期間中リ

ンクを張ってもらい，実験を行った．いずれも，図 5 の左

図のようにトップページに質問のリンクを張り，Webサイ

図 5 参加型センシングタスクを行うWeb インタフェース

Fig. 5 Web interface for participating sensing tasks.

トを開いた際には質問のリンクが表示されている状態だっ

た．また，実験の告知は Facebook，Twitter，メールの活

用，広報誌への掲載，授業やワークショップでの告知，口

コミで行った．参加者は告知により自発的にWebサイト

を開き質問サイトへ移ったか，たまたまWebサイトを閲

覧していて質問サイトを発見したか，どちらかの理由によ

り参加したと考えられる．

( 1 ) 藤沢市公式ホームページ [3]

( 2 ) 茅ヶ崎市公式ホームページ [4]

( 3 ) 寒川町公式ホームページ [5]

( 4 ) 江の島ふじさわポータルサイト [6]

( 5 ) こみゅっとフジサワ [2]

表 1 のように，質問カテゴリは日ごとに変更し，異な

る日に同じ質問をすることもあった．また，全体に共通す

る質問として最初に住んでいる場所を尋ね，その後にそれ

ぞれの質問のカテゴリに沿った質問を実施した．ここで，

2月 18日と 21日以外の期間は，市の職員が市民に日常的

に聞きたい質問を位置情報の付加することなく実施した．

一方で 2月 18日と 21日の 2日間は災害時を想定し，市の

職員が市民の居場所やその付近の周りの人数を把握するた

めに位置情報も付加した回答を募集した．災害時を想定し

た際，市の職員にとっては市民の正確な位置情報が取得で

きた方が救済措置をとりやすい．しかし，災害時とはいえ

市民にとって自身の正確な位置情報を提供することに抵抗

はないか判断する必要があったため，今回位置情報の提供

方法を 2種類用意した．図 6 に示すように，1つはピンポ

イントバージョンで，正確なユーザの位置情報を取得，送

信する．もう 1つはメッシュバージョンで，ユーザの位置

情報に基づき 500メートル四方の区画に分けられたエリア

の番号を取得，送信する．実験では，市民が質問ページの

リンクにアクセスした際どちらか 1つがランダムに選出さ

れ，位置情報の提供に関する説明ページに移った．そして，

そのページ内で同意を得たユーザのみ位置情報を取得し，

回答画面に進むようにした．
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表 1 参加型センシングタスクの結果

Table 1 Result of participatory sensing tasks.

日付 質問カテゴリ 質問数 質問内容の例 回答数

2 月 10 日 災害対策 3

あなたは，自宅付近の避難場所をご存知ですか
【知っている・知らない】 173

2 月 11 日 健康 3

あなたは，1 週間に何日くらい朝食を食べていますか
【ほぼ毎日・週 3～4 日・週 1～2 日・ほとんど食べない】 82

2 月 12 日 エコライフ 3

あなたは，電気はこまめに消していますか
【こまめに消している・なるべく消すようにしている・

あまり気にしていない・まったく気にしない】 101

2 月 13 日 花粉症の症状 2

今，花粉の症状は出ていますか
【目と鼻に症状が出ている・目だけ症状が出ている・
鼻だけ症状が出ている・まったく症状が出ていない】 77

2 月 14 日 災害対策 3 2 月 10 日と同様 72

2 月 15 日 睡眠具合 2

あなたは，睡眠はよくとれていますか
【よくとれている・まあまあとれている・

どちらともいえない・あまりとれていない・まったくとれていない】 81

2 月 16 日 食の地産地消 2

あなたは，農水産物を購入される際，どの程度地元産を意識していますか
【必ず地元産を購入する・なるべく地元産を購入する・

どちらともいえない・あまり意識しない・まったく意識しない】 51

2 月 17 日 花粉症の症状 2 2 月 13 日，23 日と同様 62

2 月 18 日 位置情報と体調 5

いまの体調はいかかですか
【とても悪い・悪い・どちらともいえない・いい・とてもいい】 166

2 月 19 日 災害時の情報収集 2

災害が発生した時に，あなたが頼ると思う災害情報の入手先は？
【例：テレビ・ラジオ・新聞，雑誌・

ソーシャルメディア・スマホアプリ・Web サイト・自治体広報・その他】 72

2 月 20 日 健康 3 2 月 11 日と同様 41

2 月 21 日 位置情報と体調 5 2 月 18 日と同様 173

2 月 22 日 防犯意識 3

次のうち，身近な場所で発生した場合，特に不安に感じる犯罪は何ですか
【殺人や強盗・空き巣・子供の連れ去りやいたずら・

振り込め詐欺・ひったくり，路上強盗】 42

2 月 23 日 花粉症の症状 2 2 月 13 日，17 日と同様 44

2 月 24 日 災害対策 3 2 月 10 日と同様 41

図 6 市民が位置情報を提供する 2 種類の方法

Fig. 6 2 kinds of providing methods for location information.

4.2 平常時を想定した際の実験結果と考察

表 1 に，参加型センシングタスクの結果を表した．今回

の実証実験で得られた総回答数は 939個であった．注目す

べき結果として，定量的なデータ結果と人々から得られた

定性的なデータ結果との間に違いが見られた．たとえば，

花粉症の症状に関する質問を実験中 3回した際，人々から

の回答結果では，鼻や目に現れる花粉症の症状は 2月 13

日，17日，23日の順に酷くなっていった．一方で，環境省

花粉観測システム [28]上の神奈川県自然環境保全センター

（厚木市）の公開情報によると，検出された実際の 1時間

平均の 1立方メートルあたりの花粉量は 2月 17日（189

個），13日（1,124個），23日（2,624個）の順に多くなっ

ていった．観測上では 13日の花粉量は 17日の約 6倍と，

飛散量に比例して症状も悪化するものと考えられる．これ

は，市民の回答場所と実際の花粉量の検出場所が異なる可

能性があることや回答数が日が経つにつれ減少傾向にある

こと，そして回答の信頼性や回答者の症状の現れ方に差が

あるはずであることを考慮しても，参加型センシングが定

量的データから推測しきれない都市の状況を把握するため

に利用できる可能性があると考えられる．

4.3 災害時を想定した際の実験結果と考察

位置情報を付加し，災害時を想定した際の実験結果は 2

月 18 日と 21 日に行われた．今回の実証実験で得られた

総回答数は 339個で，質問内容は住んでいる場所，性別，

年代と体調についてであった．アクセスログによると，実

験の位置情報の提供に関する説明ページから実際の質問

ページに移らなかったユーザはピンポイントバージョンで

44.33%，メッシュバージョンで 41.43%であった．プライ

バシ保護の観点から今回ランダムで 2種類のバージョンを

提示したが，2種類の結果の差がわずかなものとなったこ

とから，実際に自然災害が起きた際，位置情報提供に賛同

した市民にとっては，位置情報をピンポイントで提供する

か，メッシュで提供するかといった違いにはあまり気にし
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ないことが分かる．しかし，どちらのバージョンも実際の

情報提供を行った人数は約 4割にとどまった．本システム

の周知活動を行い災害時の位置情報提供の必要性および有

用性を伝えることで今後より多くの市民の参加を実現する

ことが求められる．

4.4 市民への任意のアンケート結果と考察

実証実験期間中，質問回答後に任意のアンケート協力の

募集要項を表示し，Webページ上で市民が市の運営のため

に自身の位置情報を市に提供することに対してどう感じる

かのアンケートを実施した．回答数は 160で，そのうち男

性が 68%（108人），女性が 33%（52人）であった．年代は

10代が 1%（1人），20代が 15%（24人），30代が 32%（51

人），40代が 26%（42人），50代が 9%（14人），60代が

10%（16人），70代以上が 8%（12人）と，20代から 40

代が半数以上を占めた．アンケートでは「アンケートを通

じて行政に意見を伝えるなど，市民と行政の情報を共有で

きる仕組みは必要だと思いますか」という質問に対して

「強く感じる」と答えた人が 32%（51人），「感じる」と答

えた人が 52%（83人），「どちらともいえない」と答えた

人が 12%（19人），「感じない」と答えた人が 3%（4人），

「まったく感じない」と答えた人が 2%（3人）と，80%以

上の人々が市と市民の間で情報を共有する必要があると感

じると回答した．また，「災害時など有事の際に，自らの位

置情報や属性情報を行政側へ提供してもよいと思われます

か？」という質問に対して，「強くそう思う」と答えた人

が 34%（55人），「そう思う」と答えた人が 53%（85人），

「どちらともいえない」と答えた人が 10%（16人），「そう

思わない」と答えた人が 2%（3人），「まったくそう思わな

い」と答えた人が 1%（1人）と，全体で約 90%のユーザ

が，位置情報やプロフィール情報を快く市や政府に提供す

ると答えた．すなわち自然災害が起きた際位置情報を付加

した参加型センシングを実施することは市にとっても市民

にとっても大変意味のあることだといえる．最後に「平時

においても行政の運営のために，自ら位置情報や属性情報

を行政側へ提供してもよいと思われますか？」という質問

に対して，「強くそう思う」と答えた人が 4%（6人），「そ

う思う」と答えた人が 17%（27人），「どちらともいえな

い」と答えた人が 47%（75人），「そう思わない」と答えた

人が 21%（34人），「まったくそう思わない」と答えた人が

11%（18人）と，有事の際に比べて平時でも自身の情報を

提供してもよいと考える人々は 21%と減り，約半数の人々

が「どちらともいえない」と回答した．多くの人にとって，

平時でも自身の情報を提供することが結果的に自身や周り

の人々が暮らす市の運営のために役立つという意識を今後

広めていくことが大切である．

また，自由記入で得られた実験に関する主な意見として，

「位置情報だけでなくある程度の個人情報を露出しても管

理できる人もいれば，まったくできない人や，情報が露出

すること自体を受け入れられない人がいる．そのうえで，

情報をどのように生かし，または隠すのかを分かりやすく

説明することが最も重要である」，「個人情報は自ら発信す

る以外は把握されたくない」といった個人の情報提供に関

する意見が得られた．また，災害時の情報伝達・共有につ

いて，「有事の際にどのように情報を得たらよいか分からな

いので，自治体から情報をプッシュ型でどんどん届けてほ

しい」という意見もあった．市民協働については，「市民・

企業・行政（国・都道府県・市町村）が協力・協働する体制

のプラットフォームの構築が必要と感じている」，「デジタ

ル基盤の公益利用について，行政と民間を区別する必要は

ないと思う」という意見が得られた．上記の回答内容から

も読み取れるように，位置情報も含めた個人情報を取り扱

う際は，収集するタイミングや情報の範囲，および利用用

途を明確化しておくことを重要視している住民が多い．ま

た，有事の際に自治体からの情報提供（プッシュ型）を期待

していたり，市民協働のための仕組みの必要性を感じてい

る人もいることが分かった．また，実証に協力いただいた

地域団体との意見交換では，住民同士や住民と自治体・関

係機関がインターネットを介して情報共有を行うことで，

様々な人との関わりが生まれ，地域生活をより安心・安全

で，楽しく，便利なものとするための街づくりの活動など

に参加する住民が増えていく効果があることが分かった．

本研究では 1章で定義した市民参加の程度に比べて，市

と市民が対等な立場で意見交換をしたり市民が主体的にま

ちづくりを行ったりするところまでは達成できなかった．

しかし，災害時も想定して位置情報付きのデータを含めた

参加型センシングを毎日行ったこと，収集したデータをリ

アルタイムにオープンデータとして公開，可視化したこと

は市と市民がまちづくりを協働して実現するための大きな

前進といえる．今後は，市民から得られたデータをもとに

市と市民が話し合えるオンラインの場を提供することがあ

げられる．ただし，オンラインの話し合いの場を提供する

ことだけで，意見の投稿をいつでもどこでも対等な立場か

らすることができるようにならないことは．過去の事例が

示している．一部の市民のみの声が反映されることを防ぎ，

より多くの幅広い層の市民からの意見を得るためには，非

金銭的なインセンティブやゲーミフィケーションなど，よ

り多くの市民参加を促す環境の構築について検討する必要

がある．さらに，今回は市の職員が行った質問設定を市民

自らも日々設定できるようにすることで，主体的な情報収

集，政策決定が可能となる．その際には誰が質問設定を行

うのか，市民の中でも質問設定のための話し合いや取り決

めが必要となってくるだろう．スムーズかつ平等な意見収

集を行うためのガイドライン作成など，システム提供だけ

でなくこれからの市民参加型まちづくりに必要な制度の確

立も必要となると考えられる．
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表 2 市の職員へのアンケート項目

Table 2 Questionnaire items for a city official.

質問番号 質問内容

1

質問配布システムは
使いやすかったでしょうか？

2

質問配布システムは市と市民が
連携するために，有効だと思いましたか？

3

質問配布システムを今後導入する場合
どの程度の頻度で使いたいですか？

4

今回設定した質問以外に
質問を実施したい内容はありますか？

5

質問配布システムや似たようなシステムは今後
必要だと思いますか？

6

今後の質問配布システムの改善点や修正点に
関するご要望がありましたら教えてください

7

他の日本の市区町村や他の国の都市に
同じシステムを配布する場合

懸念すべきことはありますでしょうか？

4.5 市の職員へのアンケート結果と考察

4.5.1 アンケート概要

実証実験終了後，2週間の実験中に本システムを使用し

質問を作成，配布および管理した藤沢市の担当職員から

フィードバックを得るため，アンケートを実施した．アン

ケート項目一覧を表 2 に示す．すべての質問は自由記述で

の回答形式とした．質問番号 1，2，5に関しては自由記述

に加えて 5段階評価を行った（1：とてもそう思う 2：そ

う思う 3：普通 4：あまり思わない 5：まったくそう

思わない）．

4.5.2 結果と考察

まず質問番号 1の本システムの使用感に関して，回答は

3（普通）で，理由は「今回使用したものは実証用の試用

プロトタイプであったため」とあった．これに関して，質

問の切替えや収集データの閲覧は比較的容易に行えたもの

の，質問設定の際にインタフェースが分かりにくい部分が

あったり，質問 IDを英数字に限定するなど，質問の入力

ルールを一部設けたことにより市の職員を惑わせてしまっ

たりするところがあった．これは，質問番号 6の今後の質

問配布システムの改善点や修正点としてシステムのインタ

フェースに加えて，質問の入力ルールの改善があげられた

ことからも推測される．今後はインタフェースを改善する

とともに質問の入力ルールをできる限り減らし，できる限

り市の職員の負担軽減および操作ミスの防止をすることで

システムの使いやすさを向上させることが目標である．ま

た，質問番号 2の本システムの有効性について，回答は 1

（とてもそう思う）で，理由は「比較的に簡易に，リアルタ

イムで市民の意見を収集できるため」であった．質問番号

3の，本システムを今後本格的に導入する場合，使用した

い頻度に関する回答は適宜であり，その理由は，「定点で収

集した方がよい質問があれば定期的になるが，現状の想定

では任意のタイミングで市民に質問を投げたい場合に有効

と考えているため」であった．さらに，質問番号 4の今回

設定した質問以外に実施してみたい質問の内容として，「ど

うしても行政からの質問だと行政としてふさわしくないと

世間から思われる質問は投げにくいため，行政（自治体）

という枠を超えた質問をしてみたい」との回答があった．

また，質問番号 5の質問配布システムや類似システムの必

要性について，回答は 1（とても必要）で，理由は「平時だ

けでなく非常時の情報収集に有効だと考えられるため」で

あった．また，質問番号 7の他の日本の市区町村や他の国

の都市に同じシステムを配布する場合懸念すべきこととし

て，「システムの可用性，システムの修正しやすさ（メンテ

ナンスのしやすさ）」があげられた．全体として，市の職員

にとってもMinaQnのようなシステムは必要性が高く，今

後も利用価値が高いものだと分かった．しかし質問の作成

画面のインタフェースの改善や，メンテナンスのしやすさ

などシステムの汎用性や持続性を高めるために改善しなけ

ればならない点も判明した．さらに，質問番号 4にあるよ

うに，MinaQnによって市の職員が気軽に市民に質問を投

げかけられる仕組みがあっても，行政（自治体）としての

あるべき姿を気にすることで質問内容が限定されてしまう

もどかしさも感じられた．MinaQnを利用して多くの市民

から得られる有用な回答データは必ずしも市民調査で行う

ような行政運営のための質問から得られる情報だけではな

い．今後は行政の枠組みを超えた使用も期待される．

4.6 実証実験の条件に関する考察

本システムの実際の使用に向けては，実験場所，被験者

の属性，実験期間に関していまだいくつかの改善点があげ

られる．まずはじめに実験場所について，今後は異なる市

の市民からの回答データを得る必要がある．特に今回の実

験地の 1つとなった藤沢市は，1997年から「市民電子会

議室」（現在の「こみゅっとフジサワ」[2]）という SNSを

運営し，会員になった市民同士がインターネットを通じて

地域での趣味や話題を発言できるようにしている．このよ

うな取り組みから藤沢市は「電縁都市ふじさわ」と呼ばれ

ることもある．そのため，ふだんから藤沢市民はインター

ネット上で市政運営に意見を投稿することに慣れている人

が多く，今回の実験でも藤沢市民の参加協力を得やすかっ

たと考えられる．今回は藤沢市，茅ヶ崎市，寒川町の 3つ

の異なる市区町村で実験を行ったが，今後は各自治体の持

つ背景の異なる場所で実験を行うことが必要である．

また，被験者の属性について，今回の実験の参加者は任

意で参加を募ったため，日頃から行政の取り組みに興味が

あり自発的，良心的に回答した人がほとんどであると考え

られる．市民から得られた意見を行政に反映するために

は，このようなふだんから協力的な人々以外の回答データ

を集めることも必要不可欠である．さらに実験期間につい

て，今回は 2週間行ったが，さらに長期になると慣れや飽

きによる参加率の低下が考えられる．実際，今回の実験中
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でも花粉症の症状に関する回答数は減少傾向にあった．以

上のことから，今後より多くの人々に持続的に参加しても

らう仕組みが必要である．これに関して，たとえば，任意

のアンケートからも得られたようにそれぞれの質問を行う

意図を明確にし，市民に提示することは参加する人々に質

問を行う意味を納得させ，より多くの回答を得られる可能

性がある．また，今後個々のユーザを識別できるようにな

れば参加のインセンティブとしてポイント制などにするこ

とでゲーミフィケーションを取り入れたり，ランキング形

式で競わせたりすることができる．これは同じ質問に対す

る同一人物による重複投稿を防いだり，個々の回答状況を

把握したりすることもできる．さらに得られた回答データ

を街中に存在するパブリックディスプレイに投影したり，

市側からの反応も提示したりすることで自分がまちづくり

の一環に関与していることを提示し人々の回答に対する興

味や意欲，関心を高められるのではないかと考えている．

5. 関連研究

関連研究として，参加型センシングの技術に関する研

究やアプリケーションの例が様々存在する [12], [13], [14],

[15], [16]．いくつかの研究は，たとえばゴミ箱のたまり具

合 [14]や都市の騒音度 [12]，混雑度 [13]などといった特別

なタスクをこなすことに焦点を当てた研究である．また，

市の職員と市民の間でコミュニケーションを活性化する既

存のアプリケーション例として，ちばレポ（ちば市民協働

レポート）[1]があげられる．ちばレポは，道路が傷んでい

る，公園の遊具が壊れているといった千葉市内で起きてい

る様々な地域での課題を市民がレポートすることで市民と

市役所（行政），市民と市民の間で課題を共有し，解決す

ることを目指す仕組みである．レポート内容は主に道路，

公園，ごみに関するものであり，写真と文章で自分の好き

なときにレポートを行うことができるため，先に述べた市

民意識調査よりは日常的な市民の意見を頻繁に反映させら

れる場であると考えられる．しかし，レポートのカテゴリ

が主に道路，公園，ごみに焦点を当てられており，他の質

問内容は含まれない．また，市側が設定したこれらの質問

は固定されているため変更されることは少ない．これに対

して本システムでは，市の職員が平常時や災害時など状況

に応じて動的に他の質問を設定するという状況を想定して

おり，様々なセンシングタスクを定義，配布できるプラッ

トフォームに焦点を当てている．しかし実証結果で，市の

職員のフィードバックにより，MinaQnによって市の職員

が気軽に市民に質問を投げかけられる仕組みがあっても，

行政（自治体）としてのあるべき姿を気にすることで質問

内容が限定されてしまうもどかしさも感じられたという

フィートバックが得られた．これにより，必ずしも自由に

質問設定を可能とするプラットフォームを提供することが

直接的に自由なセンシング環境構築につながるわけではな

いと分かった．今後，自治体の中あるいは市全体で議論し

質問内容の枠組みを増やしていけるような取り組みや制度

を策定することも必要だと考えられる．

また，こみゅっとフジサワ [2]は，藤沢市が運営する藤

沢市民のためのコミュニティーサイトで，市民が藤沢に関

する情報受信や藤沢市に関する質問投稿をして疑問解決や

意見交換をすることができる．こみゅっとフジサワは市民

が自由に質問設定をできるという点で市民が主体となって

積極的に話し合いの場を設けられているといえる．また質

問の回答に藤沢市役所の職員が書き込んだものも見受けら

れる．こみゅっとフジサワは質問に対してじっくりと議論

を行ったり，悩み相談や解決策に関して誰かの回答を一定

期間待ったりするものが多いが，本システムでは市民全体

の状態を把握するため質問を日々変化させたり，災害時を

想定して位置情報付きの回答を取得したりすることを想定

している．本プラットフォームでは質問を作成すると回答

フォーマットが動的に変化したり，得られた回答をリアル

タイムにセンサデータとして可視化アプリケーションなど

に利用したりすることができる．しかし本システムではこ

みゅっとフジサワで可能であるユーザ登録によるポイント

などのインセンティブ付与や，市民による質問設定はまだ

実現していない．今後市民参加の度合いを高めていくため

に，これらの機能を取り入れるとともに，話し合いの場が

必要な質問トピックに関してはすぐに質問を変更せず固定

ページを設けて時間をかけた議論ができるように改善して

いくことが必要となる．

参加型センシングのアプリケーションを作成するための

タスクの定義，設定やタスク配布の促進に関する研究とし

て，OpenDataToolkit [17]，Sensr [15]，Medusa [16]があげ

られる．OpenDataToolkitはモバイル端末を利用したデー

タ収集実験を想定しており，収集したいデータをフォーム

に記入しそれをもとに収集されたデータをサーバに送り，

利用しやすい形でユーザに提供する，無料でオープンソー

スのツールである．SensrやMedusaは特別なプログラミ

ング能力がなくてもモバイル端末を利用したデータ収集

とマネジメントが可能なツールを提案している．これらの

研究は，本論文ですでに示した要件と比べると，特定のア

プリケーションをモバイル端末にインストールする必要

があることや，データが広く公開されていない，という制

限がある．特に，本研究では市民参加型まちづくりのため

に，XMPP [20]といった標準の技術を基に操作が容易な，

データが公開された，汎用性および拡張性の高い参加型セ

ンシングプラットフォームを作成することに焦点を当てて

いる．すなわち，タスクの定義を行う側もタスクの回答を

行う側も，分かりやすい動的なインタフェースを操作する

ことが可能であるだけでなく，データの二次利用や他の物

理センサからのデータとあわせた利用も可能である．しか

し，実証の結果，市の職員からのフィードバックでタスク
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の定義，設定が分かりにくい部分があったりメンテナンス

のしやすさなどシステムの汎用性や持続性を高めるために

改善しなければならない点も判明した．今後はシステムの

インタフェースや管理方法を検討する．

また，参加型センシングに人々が参加する際のインセン

ティブについての研究も数多く存在する．参加者に金銭的

なインセンティブを与える研究として，How much is lo-

cation privacy worth? [29]は位置情報を提供する際にユー

ザの心理的な負担を考慮したうえでどの程度の対価が支払

われるべきか調査している．Examining micro-payments

for participatory sensing data collections [18]はインセン

ティブモデルとしてわずかな金額の報酬を導入し，どの程

度支給すればよいかの調査を行った．参加者の数を一定以

上確保しておくために，Reverse Auction based Dynamic

Price（RADP）というインセンティブメカニズムを利用

して動的に対価を設定する方法もある [30], [31]．この研

究では，ユーザが自身の持つセンシングデータに対して報

酬金を設定することができ，サービスプロバイダに対し

てセンシングデータを売ることができる．この動的なイ

ンセンティブモデルに加えて，A location-based incentive

mechanism for participatory sensing systems with budget

constraints [32]は GBMCアルゴリズム [33]を適用するこ

とによって，空間的なデータの網羅率も考慮した．

反対に，非金銭的なインセンティブを与える研究とし

て，たとえばアプリケーションを使用するユーザにとって

有益な情報を与えることでインセンティブの役割を果たす

The Copenhagen Wheel [19], [34]があげられる．このプロ

ジェクトでは，ユーザは自転車に乗っている間環境データ

をセンシングし提供するが，同時にヘルスケアや道路のナ

ビゲーションシステムとしてアプリケーションを利用する

ことができるため，利用価値が高く参加の動機となる．ま

た，ゲーミフィケーションの方法を使った研究も数多くな

されている [35]．たとえばウェザーニュース [36]のゲリラ

雷雨防衛隊では，10日間以上の天気レポートでオリジナル

ポンチョが景品としてもらえたり，レポート送信回数，参

加日数，本当にゲリラ豪雨になった場合などの報酬として

アプリケーション内でバッジやポイントが付与されたりし

た．Gamification of citizen sensing through mobile social

reporting [37]では特に，個人に合わせたインセンティブを

付与する Persuasive Technologyについて述べ，個々に合

わせた貢献度を可視化するフレームワークの提案を行った．

一方で，インセンティブの付与ではなく，タスクのお願

いする際の文面や人が受け入れてくれるようなお願いの仕

方，タスクにかかる時間や場所を考慮したうえでタスクを

こなしてくれそうな人に頼むなどして参加者を増加させよ

うと試みる研究もある．Using stranger as sensors [38]は，

ソーシャルメディア上でバスの行列具合のような一時的か

つ場所に関するタスクに着目し自分が直接的には面識がな

い相手でもボランティア精神でタスクをこなしてくれる

人がどの程度存在するか調査を行った．また，視覚が不自

由な人々からの文字判別など視覚を要する質問に対して

Facebookを利用して自分の友だちを通して回答を依頼し

た際の影響について評価した研究 [39]もある．タスクをお

願いする際にどのように人の心理的ストレスや負担がなく

タスクを受け入れてくれるか調査した研究もある [40]．こ

の研究では営業の仕事でも使用されるような，人が思わず

相手の要求を受け入れてしまうお願いの方法を参加型セン

シングタスクにも応用した結果を述べている．このように

タスクをお願いする際には，タスクの種類やタスクにかか

る時間に加えて依頼主，依頼の回数，文言などによって参

加者のタスク受け入れに対する許容の可否が大きく左右さ

れる．

タスクの内容が重かったり数が多くなったりすると金銭

的なコストも増加してしまう．金銭的なインセンティブだ

けでなく，非金銭的なインセンティブもしくは人の気持ち

を考えた依頼や参加への楽しさといったものを入れ込んで

いくべきである．本研究では，毎日市民に参加してもらう

ことを想定しており，自発的に日常生活の中でセンシング

に参加できるような仕組みづくりを目指していく．今回は

特にインセンティブを与えなかったが，今後毎日参加して

いる人にはポイントを与えランキングにしたり，ポイント

を商店街で使える商品券に換算したりすることを想定して

いる．また既存研究で得られた知見を活かしタスクの依頼

方法を改良し，ゲーミフィケーションを活用したりタスク

の参加にエンターテイメント性を持たせたりすることで子

供から大人までがタスクに自発的に参加できるようにして

いく．

6. おわりに

市民参加型まちづくりを促進するためには市の職員と市

民の間での日常的なコミュニケーションを活性化すること

が重要である．本研究の目的は，人々が日常的に持つモバ

イル端末や PC端末を通して情報をやりとりする参加型セ

ンシングを利用し，その技術を市民参加型まちづくりにも

適用することである．既存の参加型センシングの例では，

質問の内容カテゴリが限定的なものや，市民の意見収集，

意見交換を行うための特定のアプリケーションのインス

トールが必要であるものが存在する．また，市民から提供

された情報はプライバシ情報を除いたオープンな情報であ

ることやシステムの操作が容易であることが望ましい．本

研究では日々質問が変化することを想定し，いろいろな種

類のデータがやりとりでき，安全なオープンデータとして

利用可能かつ操作，導入が容易な参加型センシングWebプ

ラットフォーム，MinaQnをデザインし実装した．実証実

験ではMinaQnを 2週間にわたって 3都市（藤沢市・茅ヶ

崎市・寒川町）の公式ホームページに組み込み，市の職員お
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よび市民に利用してもらった．全体として 1,000個以上の

回答データと市の職員および市民からのフィードバックを

得ることで，定性的および定量的な評価を行い，将来異な

る地域や多くの市民に持続的に参加してもらうためにはど

うすればよいか，これからの参加型センシングシステムの

デザイン指針を示した．特に災害時において今後より多く

の市民に位置情報を提供してもらうためには，質問の意図

説明やプッシュ通知など市からの積極性が必要なことや，

市の職員が実際に自由な質問設定をするために自治体の中

あるいは市全体で議論し質問内容の枠組みを増やしていけ

るような取り組みや制度の策定が必要なことが分かった．

今後はインタフェースを改善するとともに，Webサイト

に質問URLを組み込むだけでなく FacebookやTwitterな

ど既存のスマートフォンアプリケーションにも本システム

からの質問を組み込んだり，適切なタイミングで push通

知を利用し参加のきっかけを与えたりすることも考えてい

る．同時に，システムの可用性やメンテナンスのしやすい

システムを作成し，より多くの質問数，質問カテゴリ，参

加者，質問配布箇所を対象とした広範囲，長期間にわたる

実験を行う．また，市民から得られたデータをもとに市と

市民が話し合えるオンラインの場を設置したり市民が質問

設定をできたりするようなシステムを構築することで，よ

り市民が主体となった市民参加型まちづくりを実現するに

はどうすればよいか，検討していく．さらに，今後は参加

型センシングだけでなく他のセンシングデータを使用する

ことで本システムを使用した多段階でのセンシング環境を

実現することができると考えている．1つの地域の参加型

センシングの結果をその場限りのものにするのではなく，

他都市で収集されたセンサデータを共有することで個々の

都市のフレームワークを超えたコミュニティの形成をする

ことができるだろう．
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